
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 7.8 7.5 7.6

将来負担比率 204.5 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 7.3 7.6 7.9

実質公債費比率 7.6 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 244,458,651 241,530,646 247,869,534

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 51,812,445 52,160,528 50,837,929

標準財政規模 (Ｃ) 296,271,096 293,691,174 298,707,463

5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 3,625,001 3,449,816 3,383,991 1.4

-

特定財源の額 (Ｂ) 3,689,493 4,628,796 5,032,952 実質赤字比率 - 3.75

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - -

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 197.5

695,605,061 688,549,297 684,129,635 県営港湾施設管理特別会計 52,850

20,830,962 20,918,887 8.4

利子補給に係るもの 31,441 30,811 21,098 0.0 健全化判断比率 令和2年度

- - -

その他上記に準ずるもの 116,525 114,579 112,634 0.0 土地開発公社に係る将来負担額 21,592,975

608,771,645 245.6 土地造成事業会計

県立こころの医療センター事業会計 4,136,743 3,813,245 3,524,972 1.4

地方公務員等共済組合に係るもの 171,983 171,984 111,803 0.0

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

203.6 204.5 その他の会計 10,008,789 -

81,296 80,344 0.0

9,545,147 9,129,956 3.7

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

65,071,949 63,234,637 58,234,903 23.5

企業債等
繰入見込額

流域下水道事業会計

18,964,693 18,808,186 17,123,087 6.9

1,021,690 861,776 787,815 0.3

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 611,568,419 606,506,474

- - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

1,178,453,203 1,180,411,537 1,191,118,527 その他上記に準ずるもの -

- - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

-

-

内訳 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 73,356,634 75,128,829 75,551,643

一時借入金の利子 1,166 1,110 1,024 0.0 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

24,302,878 9.8 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

- - -

- - 退職手当負担見込額 105,664,583

- - - - 森林総合研究所等が行う事業に係るもの 1,857,200

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

14,301,464 13,523,087 5.5 国営土地改良事業に係るもの
準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 319,949 317,374 245,535 0.1 設立法人等の負債額等負担見込額 25,217,976 24,280,778

97,839,910 95,012,623 38.3 地方公務員等共済組合に係るもの 1,296,834 1,124,850

1,742,621 1,629,987 0.7

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 1,029,196,538 1,041,121,914 1,056,649,952 426.3

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 3,154,034 2,867,471 1,629,987

- - - -

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 906,187 994,661 964,262 0.4 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 15,220,072

平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

元利償還金 72,129,332 73,815,684 74,340,822 30.0 将来負担額

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

0.7 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 61,953 2,572 36,251 23,061 2,952 23,576

- -一部事務組合等 62

- -関西広域連合 2,517 2,456 62 62 35

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

13,319 13,523 -公営企業会計等 7,455

連結実質赤字額

80 - 法非適用企業県営港湾施設管理特別会計 977 916 61 61 - 664

178 - 788 - 法適用企業土地造成事業会計 412 215 196 -

法適用企業流域下水道事業会計 7,159 7,196 ▲ 37 13 240 9,130 9,130 -

- - 法適用企業工業用水道事業会計 737 584 152 2,957 - -

675 3,525 3,525 - 法適用企業県立こころの医療センター事業会計 2,253 2,030 222 120

国民健康保険特別会計 104,404 100,684 3,720 3,720 6,566 - - -

59,297 1,781 4,169 - - -- - 公立大学法人和歌山県立医科大学 1,175 61,973

- -

県営競輪事業特別会計 16,282 15,698 584 584 - -

- -

和歌山県人権啓発センター 0 39 30 53 - -

▲ 1 114 5 12 - -他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考
和歌山県老人クラブ連合会

- - - -

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 和歌山県暴力追放県民センター 3 898 709 -

- - - - -

- - - -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。 和歌山県水上安全協会 ▲ 0 327 321

- 和歌山県文化財センター 4 57 10 5

-

一般会計等（純計） 649,104 627,418 21,687 13,877 1,056,650

44 13 - - - -実質赤字額 和歌山県下水道公社 ▲ 0

- - - -和歌山県栽培漁業協会 ▲ 1 1,304 931 -

2,931 2,638▲ 1 68 10 37 10,413 -わかやま森林と緑の公社（林業公社）

15 - - - - -畜産協会わかやま 3 46

52 - 21 19和歌山県農業公社 ▲ 3 148 1 65

- -▲ 44 ▲ 31 20 - - -ウインナック

3 - - - - -77,342 - 和歌山県勤労福祉協会 ▲ 6 10

8,300 - - -

公債管理特別会計 116,941 116,941 - -

わかやま産業振興財団 ▲ 7 870 5 343

- -

用地取得事業特別会計 3,669 3,669 - - 2 3,576

18 329 9 8 - -自動車税等証紙特別会計 742 742 - - - - 和歌山県民総合健診センター

26 - - - - -11 - わかやま移植医療推進協会 0 58

- - - -

市町村振興資金特別会計 2,841 328 2,513 -

和歌山県救急医療情報センター 0 9 5 -

- -

職員住宅特別会計 203 176 26 26 - -

▲ 2 389 157 29 - -修学奨励金特別会計 342 291 51 - - - 和歌山県青少年育成協会

132 - - - - -18 563 和歌山県私学振興基金協会 ▲ 2 302

- - - -

母子父子寡婦福祉資金特別会計 194 139 55 -

和歌山県国際交流協会 ▲ 14 548 200 -

- -

中小企業振興資金特別会計 626 433 193 - - 3,660

23 ▲ 287 5 4 361 -農林水産振興資金特別会計 795 128 667 - 0 33 和歌山県住宅供給公社

50 235 12,956 23,061 - 20,9199,069 1,048,817 和歌山県土地開発公社 ▲ 113 ▲ 18,382

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 661,624 643,442 18,182 13,851

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

令和2年度 和歌山県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高
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